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航空分野における脱炭素化の推進（法案概要）【航空法、空港法、関空伊丹法、民活空港法】

①航空の脱炭素化の推進に関する基本方針の策定
○国土交通大臣は、航空分野全体における脱炭素化を計画的に推進するため、政府の施策、航空会社、空港関係者等の取組につい
て定めた航空脱炭素化推進基本方針を策定。
【航空脱炭素化推進基本方針】
 航空の脱炭素化の推進の意義・目標
 政府が実施すべき施策
 関係者（航空会社、空港関係者等）が講ずべき措置 等

②本邦航空会社による脱炭素化の取組の推進

○本邦航空会社は、航空運送事業脱炭素化推進計画を作成し、
国土交通大臣が認定。
【航空運送事業脱炭素化推進計画】
 航空運送事業の脱炭素化の目標
 ＳＡＦ（※）の導入等の取組 等
※ バイオジェット燃料等の持続可能な航空燃料

○認定を受けた航空会社に係る特例を措置。
③の空港脱炭素化推進協議会の組織の要請
取組の円滑化を図るための同協議会に対する協議の求め
事業計画の変更手続のワンストップ化

③空港における脱炭素化の取組の推進
○空港管理者は、誘導路の改良、空港で使用する電力を供給す
るための太陽光発電設備の整備等の取組について記載した
空港脱炭素化推進計画を作成し、国土交通大臣が認定（※）。

誘導路の新設で
走行距離を短縮

国土交通大臣

航空会社 空港管理者
航空機からのCO２
排出削減に必要な
空港の取組に関す
る協議の求め

計画の作成等、
脱炭素化を進
めるため、組織

空港脱炭素化推進協議会

計画認定 計画認定等

協議会の組織により、航空の両輪である
航空会社と空港が連携して脱炭素化を推進

※ 国管理空港の場合は、国土交通大臣が作成し、公表。

○計画を作成しようとする空港管理者は、航空会社、給油事業者、
ターミナルビル事業者のほか、空港のための再生可能エネルギー発
電を行う事業者等からなる空港脱炭素化推進協議会を組織し、
計画の作成、実施等について協議。

○計画に位置付けられた事業に係る特例を措置。
行政財産を活用するための国有財産法の特例
・計画記載事業への行政財産の貸付特例（事業例:庁舎
屋上等への太陽光パネルの設置等）
・上記貸付の期間の上限を30年とする特例（国有財産法上
建築物は上限10年）

空港施設の変更に係る許可手続のワンストップ化

国、航空会社、空港の連携により、航空分野全体で脱炭素
化を推進するための体制を構築し、航空会社・空港関係者
双方の脱炭素化のための取組を円滑化・迅速化
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（令和4年6月3日成立、10日公布）



経済財政運営と改革の基本方針2022（骨太方針）

第２章新しい資本主義に向けた改革

１．新しい資本主義に向けた重点投資分野

（４）グリーントランスフォーメーション(GX)への投資

また、カーボンニュート ラルポート等の形成や持続可能な航空燃料(SAF)等

を含む船舶・航空・陸上の輸送分野の脱炭素化を推進する。

２．社会課題の解決に向けた取組

（３）多極化・地域活性化の推進

（観光立国の復活）

国際交通を支える航空・空港関連企業の経営基盤強化を図りつつ、イン

バウンドの戦略的回復に取り組む。

経済財政運営と改革の基本方針2022より抜粋

（令和４年６月７日 閣議決定）
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国内のコロナ感染者数（NHK調べ）

国内線旅客数（全社コロナ前比）

国際線旅客数（全社コロナ前比）

2022年

本邦航空会社の国内線・国際線旅客数の推移

国際線

国内線

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

緊急事態
宣言

Go To トラベル(7/22～12/28)

（※）

緊急事態宣言 緊急事態宣言

2020年 2021年

6/6時点

（※）「コロナ前比」
▶ 2019年3月1週（2019/3/3）～2020年2月4週（2020/2/29）
における旅客数との比較。
（2020年3月以降のコロナ影響を排除するため）

主要本邦航空会社（大手、中堅、ＬＣＣ）１０社を計上
（ＡＮＡ／ＪＡＬはグループで１社としてカウント）
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https://safe.menlosecurity.com/docview/viewer/docN70E4290077917882958c1fe
c8652861bb952243f0d0f37c3a2b57161d4a7437074897d49b86d

IATA（International Air Transport Association：国際航空運送協会）
1945年創設。国際的な航空運輸関連企業で構成される団体。
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国際的な航空需要回復の推計



インバウンド再開に向けた取組

添乗員付きパッケージツアーの再開（５月２６日発表）

令和４年６月１０日～
○外国人観光客の入国制限を見直し、旅行代理店等を受入責任者とする
添乗員付きパッケージツアーの受入を開始。

※「青」区分の国・地域から入国する旅行者限定
※旅行者に対し、マスク着用をはじめとした「ガイドライン」の内容遵守を求める

「外国人観光客の受入れ対応に関するガイドライン」のポイント
①感染拡大防止のために各観光関係者が留意すべき事項
②陽性者発生時を含む緊急時の対応

令和4年5月27日産経新聞記事 6



今後の取組の進め方について

• 短期的施策の具体的な実行
– 個別施策の実施に向けた取組内容の具体化

– 好事例などの関係者への水平展開

• 中長期的施策の段階的な推進
– 実施に向けた取組の進捗状況確認、状況変化を踏まえた修正の継続

– 国際動向や技術開発の積極的な取り込み

• 取組の持続的な推進のための方策
– 官民連携したオールジャパンの体制構築

– 試行・実証に向けた積極的な取組

今後取組を進めていくにあたっては、①燃料消費量／CO2排出量削減と航空
の発展との両立、②技術開発や経済社会情勢との調和、③広い視点での官民一
体となった脱炭素化の取組の推進、の視点を踏まえながら下記の取組を推進し
ていってはどうか。
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